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(2) 市町村多文化共生担当課 

 

問 1 貴市町村名 省略 

 

問 2【複数回答】 

貴市町村では、児童生徒向け日本語学習支援に関連する事業を実施していますか。 

 (N=54) 

 

問 2で「① 実施している」と回答した市町村 

◆主な３事業について、事業名・事業内容・R4年度予算額・財源内訳・財源別予算額 

事業名・事業内容・財源内訳は省略 

 

●R4年度予算額  

 (n=18)  

① 実施している, 

18, 33.3%

② 実施していない

（実施予定なし）, 

34, 63.0%

③ 現在は実施してい

ないが、開始年度等

具体的な実施開始

計画がある, 0, 

0.0%

④ 実施を検討してい

る, 2, 3.7%

予算額 事業数

0円 2

1円～100千円 1

101～200千円 4

201～500千円 7

501～1,000千円 4

1,001～2,000千円 3

2,001～5,000千円 4

5,001～10,000千円 1

10,001～20,000千円 1

計 27
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●財源別予算額  

 

(n=18) 

 

問 2で「② 実施していない（実施予定なし）」と回答した市町村 

◆実施していない（実施予定なし）理由 

  

(n=34) うち無回答 6 件 

 

問 2で「② 実施していない（実施予定なし）」かつ「エ その他」と回答した市町村 

◆その他 具体的な理由 

 (n=9) 

予算額/財源名 ①市町村 ② 国の補助金 ③ 県の補助金 ④ その他　財源

１～100千円 1 0 0 1

101～200千円 7 1 2 0

201～500千円 8 0 3 0

501～1,000千円 1 0 0 0

1,001～2,000千円 1 1 2 0

2,001～5,000千円 4 1 1 0

5,001～10,000千円 2 0 0 0

計（事業数） 24 3 8 1

ア 必要性はあるが、

予算確保が難しい, 

6, 21.4%

イ 必要性はあるが、

委託先・補助先団体

の確保が難しい, 4, 

14.3%

ウ 必要性を感じてい

ない, 9, 32.1%

エ その他, 9, 

32.1%



40 

問 3 

貴市町村には、自治体以外が実施する児童生徒向け日本語教室がありますか。 

 (N=54) 

 

問 4【複数回答】 

貴市町村では、児童生徒向け日本語教室を実施していますか。 

 

(N=54) うち無回答 2 件

① ある, 27, 

50.0%

② ない, 18, 

33.3%

③ 分からない, 9, 

16.7%

3

15

30

0

4

0 5 10 15 20 25 30 35

① 市町村が運営・実施（直営）

② 市町村が外部に委託し運営・実施

③ 実施していない（実施予定なし）

④ 現在は実施していないが、開始年度等

具体的な実施開始計画がある

⑤ 実施を検討している
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問 4で「② 市町村が外部に委託し運営・実施」と回答した市町村 

◆委託先 

 (n=15) 

 

問 4で「② 市町村が外部に委託し運営・実施」かつ「カ その他」と回答した市町村 

◆その他 委託先 

 (n=5) 

  

ア 国際交流協会, 

5, 33.3%

イ NPO, 5, 

33.3%ウ 大学, 

0, 

0.0%

エ 日本語学校, 

0, 0.0%

オ 企業, 0, 0.0%

カ その他, 5, 

33.3%

NPO法人：3件

市民団体：2件

一般社団法人

公益社団法人
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問 5【複数回答】 

貴市町村の実施（直営・委託）以外で、児童生徒向け日本語教室に対して現在行って

いる支援内容をご回答ください。 

 

(N=54) うち無回答 1 件 
 

問 5で「⑨ その他」と回答した市町村 

◆その他 支援内容 

 (n=4) 

問 5で「⑩ 特に支援していない」と回答した市町村 

◆特に支援していない理由 

  

(n=29) うち無回答 2 件  

13

11

1

3

4

7

14

8

4

29

0 5 10 15 20 25 30

① 助成金や補助金の交付

② 会場無償提供や減免制度の実施

③ 日本語学習教材等の提供又は貸与

④ 教科の教科書等の提供または貸与

⑤ PCやネット環境機器等の提供

⑥ 日本語支援者養成講座の実施

⑦ 日本語教室の生徒募集のための広報協力

⑧ 学校など関係機関との情報共有・意見交換の実施

⑨ その他

⑩ 特に支援していない

児童生徒向けの日本語教室がないため。：12件

日本語教室の存在を把握していないため。：4件

住民からの要望や相談があがっていないため。：2件

児童生徒向け日本語教室のニーズについて把握していないため。：2件

大人向け講座の実施で手がいっぱい。子供向けは学校の義務教育において実施している。

人員に余裕がないため。

県国際交流協会の資料には載っているが、連絡が取れない。地域の人に聞いたが最近は開催されていないとのこと。

日本語学習支援を必要とする児童がいない。

必要性を感じていないため。(既存の日本語教室に児童生徒も参加することができる。)

委託で実施しているため。

日本語学習支援で実施しているため。

団体が愛知県国際交流協会の補助金を活用している。


